
拠点数 ： 全国72拠点
取引社数：  約1,700社／ 

約100,000台
社員数 ：  約2,100人 

（うちメカニック940人）

　持続可能な未来の実現に向けて、既存の経営資源を活用しつつ、多様なパートナーとともに、多様化する顧客や社会のニーズ
に応える新たなビジネスモデルの事業化を推進しています。 フレイター（貨物専用機）

安定的なスピード輸送による新たな需要の獲得と、輸送サービス品質の維持・向上を図る

　国内EC市場の成長による宅配便需要の増加やスピード輸送のニーズに応えるとともに、トラック輸送能力の低下や物流網寸
断リスクへの対応を強化するため、2024年4月よりフレイターの運航を開始しました。
　利益創出に向けて、スピード輸送による価値提供はもとより、物流の2024年問題を踏まえたトラック輸送からの切り替えや、
旅客機の貨物スペースで運搬できない大型貨物の輸送など、工業製品や生鮮品などで様々なモデルケースを創出するとともに、
足もとでは空きスペースを活用した宅急便搭載を推進することで、収益性の向上に努めています。また、需要に応じて区間・ダイ
ヤを柔軟に変更することができ、成田、新千歳、北九州、那覇空港に加え、8月には羽田空港の就航を開始しました。今後も、安
定的なスピード輸送による新たな需要獲得を進めていきます。

グリーン物流（共同輸配送）
持続可能なサプライチェーンの構築に向けて、 
共同輸配送のオープンプラットフォームを提供する

　輸送能力の不足や気候変動の深刻化に対応するため、共同輸配
送のオープンプラットフォームを提供する新会社を設立しました。
　SIP「スマート物流サービス」への参画実績*や宅急便で培った
約170万社の法人顧客、約3,500社の輸配送パートナーとのパー
トナーシップを活用し、2024年冬頃に荷主企業と物流事業者の
マッチング事業を開始予定です。また、標準パレットの使用や定時
運行、セミトレーラー・ダブル連結トラックなどの活用により、高積
載で安定した運行を行います。2025年3月期は東京・名古屋・大
阪間を中心に1日40線便を運行予定であり、中継拠点を介した輸
送により、ドライバーの負担軽減と稼働率向上を目指しています。

*  2018年から内閣府の戦略的イノベーション創出プログラム（SIP）の「スマート物流サービス」
にプログラムディレクターとして参画し、「物流情報標準ガイドライン」を策定

モビリティ事業
自動車整備事業を基盤に、環境投資や実証実験を通じて蓄積した各種ノウハウを 
活用することで、法人顧客の商用EV導入・運用を支援する

事業基盤：ヤマトオートワークス

  24時間365日営業、全国72拠点のネットワーク
  マルチブランド対応
  自動車整備に加え、保険・燃料販売、物流施設・設備の維持・
管理等、物流事業者に対してトータルサポートを提供

新規領域：商用車ユーザーに対する「EVライフサイクルサービス」

脱炭素に向けた施策として車両の電動化ニーズが高まる中、ヤマト
グループが蓄積したEV・エネルギーのノウハウを活用し、商用車
ユーザーのEV導入・運用等の機能を一括で提供するサービスを開
始します。

「EVライフサイクルサービス」の提供内容
  顧客企業の脱炭素計画立案
  EVの導入、充電器の設置、補助金対応
  EVメンテナンス、電力マネジメントの運用支援

新会社の概要
会社名 Sustainable Shared Transport株式会社
所在地 東京都中央区銀座2-16-10

資本金 3億5,000万円
設立日 2024年5月21日（事業開始は2025年3月期中を予定）

事業内容 ・標準パレットを中心とした輸配送サービスの提供・共同輸配送のオープンプラットフォームの管理・運用など

【想定される効果】（2026年3月末時点）
   持続的で安定した輸送手段の確保（1日80線便） 

  GHG排出量の低減（削減率42.2%）  
ドライバーなどの労働環境、処遇の改善  
（省人化率65.1%）

ネコサポ
ヤマト運輸の拠点を活用し、荷物の発送・受け取りにとどまらないサービスを提供

　高齢化や人口減少、地域コミュニティの希薄化、インバウンド需要の増加への対応など、地域社会の多様なニーズに応えるた
め、荷物の発送・受け取りにとどまらない新たな価値の創出に取り組んでいます。ヤマト運輸が全国に展開する、駅や空港、ショッ
ピングセンター内などの多様な直営店はもちろん、ラストマイル集配拠点の集約・大型化を進める中で、集配拠点としては非効率
でも受付拠点としては多くの荷物が見込まれる既存物件なども活用し、地域のお困りごとからビジネス課題まで、お客様より気軽
にご相談いただき解決できる場所を目指しています。
　例えば大阪のなんば駅前営業所では、増加する観光客などを対象に、通常の宅急便のほか、京都・大阪市内への当日便や手荷
物預かり、近隣の飲食店・土産物店の情報などを提供しています。特に手荷物預かりについては、スーツケース専用の自動預け
機を試験的に導入しており、省力化と多言語対応も実
現しています。
　このようにネコサポ事業では、人・モノ・コトが集まり
新しい価値を生み出す地域密着の店舗を展開すること
で、住民の利便性向上、地域産業の活性化やまちづく
りに貢献していきます。
 

①九州・北海道向け EC翌日配達モデル

翌々日の配達地域に対し、フレイターならではの安定的な輸送力
を活かした翌日配送を提供

②国際線接続モデル（自動車・半導体向け工業製品）

九州発･ドイツデュッセルドルフ行。現行N＋4日を、成田空港国際
線接続（北九州通関・外貨搭載）により、N＋3日に短縮

 

新規領域：新たなビジネスモデルの事業化

外部顧客への 
営業収益

201億円
営業利益

41億円

2024年3月期実績

N日 N日 N+1日 N+2日 N+3日N+1日

通常宅急便ルート

15:00発 16:00着 22:30発

関東 
（EC顧客）

0:25着 3:00発

成田

AM

北九州

14時～

九州各県 エンド 
ユーザー

保
税
転
送

保
税
転
送

タ方 21:05 17:00 8:00

九州 
顧客工場

福岡 
輸出加工· 
輸出通関

北九州 成田 フランク 
フルト

デュッセル 
ドルフ
輸入通関

納品先

スーツケースを機械の預け口に入れる様子観光客の需要に応えるなんば駅前営業所

価値創造に向けた戦略

※  グリーン物流、フレイター、ネコサポに係る収入・費用等は、EXP事業のセグメントに含む
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